
国立大学法人和歌山大学公的研究費不正防止計画 
 

平成２０年１１月２５日 学長裁定 
平成２２年 ６月 １日 一部改正 
令和 ４年 １月 ６日 最終改正 

 
 国立大学法人和歌山大学（以下「本学」という。）では、「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定）の趣旨及び内

容を踏まえ、本学における公的研究費を適正に管理運営し、不正使用等を防止するため、次のと

おり不正防止計画を策定する。 
 
１．管理運営体制の整備等 
(1) 管理運営体制の公表 
  本学における公的研究費の管理運営体制をホームページで学内外に公表する。 
(2) 責任体制の明確化 
  最高管理責任者を学長、統括管理責任者を理事（研究担当）、コンプライアンス推進責任者

を各部局等の長とし、本学の競争的研究費の運営及び管理について責任体系を明確にする。 
(3) 監査体制の明確化 
 ① 監査室は、監査計画に基づき、定期及び臨時に内部監査を実施し、モニタリングを強化 

する。 
 ② 監査室は、監査を行った結果を取りまとめ、学内に周知するとともに、問題点等を認識 

   した場合は、学長に対して報告を行い、必要な措置を求める。 
 ③ 監査室は、不正発生要因や監査の重点項目について、監事及び会計監査人と意見・情報 

交換を行い、効率的かつ多角的な監査を実施する。 
 
２．不正使用等の防止に向けた具体的項目等 
(1) 物品等の発注、検収 

   本学における物品等の発注は、定められた権限の範囲内において適正に行う。 
   また、納品物等は契約室内の物品検収窓口において確認し、納品書と現物の照合を行う。 
  ただし、薬品、生鮮物等や栄谷地区以外の地区への納品で物品検収窓口での確認が困難な場 

合は、検査職員を置き、検収を実施する。 
(2) 旅費・謝金の事実確認 

   旅費、謝金について、内容・必要性、実施の事実を確実に確認できる書面、証拠書類の提

出を求め、必要に応じヒアリングを行う等、モニタリングを強化する。 
(3) 不正発生の要因・事例と不正防止に向けた指針 

   不正を発生させると考えられる要因・事例と対応する不正防止に向けた指針を別紙のとお

り示す。 
 
３．不正行為対応手続き等の明確化 
(1) 不正行為通報窓口の設置 

不正行為に関する通報が最高管理責任者に迅速に伝わるよう、通報窓口は監査室とする。 
  通報窓口は、通報者の保護に充分留意し、不利益が生じないよう配慮する。 
(2) 不正行為への対応手続き 

  不正行為への対応は、「国立大学法人和歌山大学における公的研究費の不正使用防止等に関

する取扱規程」により、厳正かつ適正に調査を行い、その事実確認を行う。調査の結果、不

正が行われたと認定された場合は、関係諸規則により必要な処分等の措置を行う。



【別紙】 不正発生の要因・事例と不正防止に向けた指針 

 

 

区分 不正を発生させると考えられる要因・事例 不正防止に向けた指針 

責任体制の明

確化 

不正防止についての責任体制が不明確 

 

人事異動、経年により学内教職員の管

理・運営責任者に関する認識の低下 

取扱規程やホームページ等による責任体制の

明確化を図る。 

公的研究費使用等に関する理解度調査やガバ

ナンス等の説明会を実施し、学内教職員、部局

責任者等への責任、権限に対する意識向上を図

る。 

適正な運営・管

理の基盤とな

る環境の整備 

行動規範の理解不足や研究費の使用ル

ールの誤った運用 

 

配分された研究費は研究者個人のもの

という意識（公的資金としての意識の

低下） 

 

コンプライアンスに対する意識の低下 

行動規範などを周知し、公的研究費の機関経理

の意識向上を図る。 

研究費不正使用防止推進部会を置き、不正防止

の積極的推進を図ることを周知する。 

使用ルールなどの相談窓口を周知する。 

使用ルールを盛り込んだハンドブック等を教

職員に配付し周知する。 

関係者の意識向上を図る説明会等を開催する。 

公的研究費の

適正な運営・管

理 

（予算管理） 

予算執行の遅延による年度末集中 

発注時の支出予算の財源が特定されて

いない。 

研究計画に基づく予算執行計画と適切な執行

管理、予算状況の把握を行う。 

財務会計システムによる予算執行残額等の早

期把握を図る。 

教職員と予算管理部署等との連絡を密にし、情

報の共有を図る。 

″ 

  

（発注） 

架空発注による預け金などの不正流用

取引業者との癒着 

発注権限のない物品の購入や立替払 

研究計画に基づく適切な予算執行を図る。 

取引業者への調査実施（監査室等）を行う。 

財務会計システムによる契約室からの発注や

相談窓口への相談の徹底を図る。 

″ 

 

（納品検収） 

納品の事実確認が不十分（立替払を含

む。） 

検収窓口等による実態確認を徹底する。 

検収の流れを納入業者、教職員へ周知・徹底す

る。 

納品書日付の記載を業者へ徹底する。 

″ 

 

（物品管理） 

使用可能な物品を廃棄し、私物化 

資産台帳に計上されない物品の使用実

態や管理体制の不備 

購入後の物品の使用実態や管理について、使用

者としての責任の把握・確認を行う。 

内部監査、監事監査等で使用実態を抽出し点

検・確認する。 

″ 

 

（旅費） 

航空賃の虚偽請求などの旅費の水増し

や架空請求 

教職員に対し出張・研修の必要性等の確認を行

った上で命令すると共に、出張報告書には日程

等の事実関係を確認できるものを添付し、報告

書を提出させる。 

無作為抽出による事実確認を行う。 

旅費に関する手引きを作成し、周知を図る。 

 

  



区分 不正を発生させると考えられる要因・事例 不正防止に向けた指針 

公的研究費の

適正な運営・管

理 

 （謝金） 

研究協力者に支払う謝金の執務実態以上

の請求や架空請求 

謝金支出の必要性、実施の事実確認を徹底する。 

出勤簿は原則事務室に置き、出勤時に本人に押印

させるなど事実確認は雇用依頼者と事務職員で

行う。 

無作為抽出による事実確認を行う。 

謝金に関する手引きを作成し、周知を図る。 

不正情報伝達

の確保 

不正情報の通報窓口が不明確 

通報（告発）の躊躇 

通報窓口を監査室とし、ホームページ等で学内外

に周知することで、情報を入手しやすくする。 

通報者を保護し、必要な情報を収集し、不正リス

クの抑制と早期発見に努める。 

監査体制の強

化 

内部監査が定期的に実施されない。 

 

モニタリング制度が機能していない。 

 

監事、会計監査人、監査室の監査情報の

伝達不足 

 

内部監査を定期的、臨時的に行い実態把握に努め

る。 

内部監査、監事監査等において教職員へのヒアリ

ング等を積極的に実施する。 

３者間の監査結果について、意見交換や情報交換

を行い、効率的、効果的かつ多角的な監査に反映

させる。 

不正防止計画

の点検・見直し 

新たなリスクの発生などに対する、現行

の管理・監査体制及び不正防止計画の不

備 

研究費不正使用防止推進部会は、防止計画の策

定、見直し、公的研究費の管理・執行に係る実態

の把握・検証に努め、不正防止を推進し、不正防

止計画の効率化、適正化を図る。 

 


